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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電性基体と、
　導電性基体上に設けられ、電荷発生材料を含んで構成される電荷発生層と電荷輸送材料
を含んで構成される電荷輸送層とを有する感光層と、
　前記感光層上に設けられ、電荷輸送材料の硬化物を含んで構成される保護層と、
　を備え、
　前記電荷発生層に含まれる電荷発生材料のイオン化ポテンシャル（ｅＶ）をＩｐ（ＣＧ
Ｌ）、前記電荷輸送層に含まれる電荷輸送材料のイオン化ポテンシャル（ｅＶ）をＩｐ（
ＣＴＬ）、前記保護層に含まれる電荷輸送材料のイオン化ポテンシャル（ｅＶ）をＩｐ（
ＯＣＬ）としたとき、前記電荷輸送材料のＩｐ（ＣＧＬ）が５．３１ｅＶであり、前記電
荷輸送層の電荷輸送材料のＩｐ（ＣＴＬ）が５．３５ｅＶであり、且つ前記保護層の電荷
輸送材料のＩｐ（ＯＣＬ）が５．５０ｅＶである場合を除いて、下記関係式（１）乃至（
３）を満たし、
　且つ電場２ｖ／ｃｍにおける前記電荷輸送層の正孔移動度が、５．０×１０－６（ｃｍ
２／Ｖ・ｓｅｃ）以下である電子写真感光体。
・関係式（１）：Ｉｐ（ＯＣＬ）＞Ｉｐ（ＣＴＬ）＞Ｉｐ（ＣＧＬ）
・関係式（２）：｜Ｉｐ（ＯＣＬ）－Ｉｐ（ＣＴＬ）｜≦０．４（ｅＶ）
・関係式（３）：｜Ｉｐ（ＣＴＬ）－Ｉｐ（ＣＧＬ）｜≦０．３（ｅＶ）
【請求項２】
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　前記保護層が、グアナミン化合物及びメラミン化合物から選択される少なくとも１種と
、－ＯＨ、－ＯＣＨ３、－ＮＨ２、－ＳＨ、及び－ＣＯＯＨから選択される置換基の少な
くとも１つを持つ電荷輸送材料の少なくとも１種と、の硬化物を含んで構成され、且つ当
該グアナミン化合物及びメラミン化合物から選択される少なくとも１種を０．１質量％以
上５質量％以下で含有すると共に、当該電荷輸送材料を９０質量％以上で含有する請求項
１に記載の電子写真感光体。
【請求項３】
　請求項１又は請求項２に記載の電子写真感光体を備え、
　画像形成装置に脱着されるプロセスカートリッジ。
【請求項４】
　請求項１又は請求項２に記載の電子写真感光体と、
　前記電子写真感光体を帯電させる帯電手段と、
　帯電した前記電子写真感光体に静電潜像を形成する静電潜像形成手段と、
　トナーを含む現像剤を収納し、当該現像剤によって、前記電子写真感光体に形成された
静電潜像をトナー像に現像する現像手段と、
　前記トナー像を被転写体に転写する転写手段と、
　を備える画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真感光体、プロセスカートリッジ、及び画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子写真感光体では、機械強度の高い樹脂が使用されており、更に長寿命化も図
られている。
　このような電子写真感光体としては、例えば、（１）硬化型のバインダーを用いたもの
（例えば、特許文献１～５）、（２）電荷輸送性高分子を用いたもの（例えば特許文献６
）、（３）熱可塑性樹脂に電荷輸送材料と無機フィラーを分散させたもの（例えば特許文
献７）が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開昭５６－５１７４９号公報
【特許文献２】特開昭６０－２４７６４７号公報
【特許文献３】特開平８－２７８６４５号公報
【特許文献４】特開２００２－８２４６９号公報
【特許文献５】特開２００３－１８６２３４号公報
【特許文献６】特開昭６４－１７２８号公報
【特許文献７】特開平４－２８１４６１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明の課題は、下記関係式（１）を満たさない場合に比べ、残留電位の上昇が抑制さ
れる電子写真感光体を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記課題は、以下の手段により解決される。即ち、本発明は、
　請求項１に係る発明は、
　導電性基体と、
　導電性基体上に設けられ、電荷発生材料を含んで構成される電荷発生層と電荷輸送材料
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を含んで構成される電荷輸送層とを有する感光層と、
　前記感光層上に設けられ、電荷輸送材料の硬化物を含んで構成される保護層と、
　を備え、
　前記電荷発生層に含まれる電荷発生材料のイオン化ポテンシャル（ｅＶ）をＩｐ（ＣＧ
Ｌ）、前記電荷輸送層に含まれる電荷輸送材料のイオン化ポテンシャル（ｅＶ）をＩｐ（
ＣＴＬ）、前記保護層に含まれる電荷輸送材料のイオン化ポテンシャル（ｅＶ）をＩｐ（
ＯＣＬ）としたとき、前記電荷輸送材料のＩｐ（ＣＧＬ）が５．３１ｅＶであり、前記電
荷輸送層の電荷輸送材料のＩｐ（ＣＴＬ）が５．３５ｅＶであり、且つ前記保護層の電荷
輸送材料のＩｐ（ＯＣＬ）が５．５０ｅＶである場合を除いて、下記関係式（１）乃至（
３）を満たし、
　且つ電場２ｖ／ｃｍにおける前記電荷輸送層の正孔移動度が、５．０×１０－６（ｃｍ
２／Ｖ・ｓｅｃ）以下である電子写真感光体。
・関係式（１）：Ｉｐ（ＯＣＬ）＞Ｉｐ（ＣＴＬ）＞Ｉｐ（ＣＧＬ）
・関係式（２）：｜Ｉｐ（ＯＣＬ）－Ｉｐ（ＣＴＬ）｜≦０．４（ｅＶ）
・関係式（３）：｜Ｉｐ（ＣＴＬ）－Ｉｐ（ＣＧＬ）｜≦０．３（ｅＶ）
【０００７】
　請求項２に係る発明は、
　前記保護層が、グアナミン化合物及びメラミン化合物から選択される少なくとも１種と
、－ＯＨ、－ＯＣＨ３、－ＮＨ２、－ＳＨ、及び－ＣＯＯＨから選択される置換基の少な
くとも１つを持つ電荷輸送材料の少なくとも１種と、の硬化物を含んで構成され、且つ当
該グアナミン化合物及びメラミン化合物から選択される少なくとも１種を０．１質量％以
上５質量％以下で含有すると共に、当該電荷輸送材料を９０質量％以上で含有する請求項
１に記載の電子写真感光体。
【０００８】
　請求項３に係る発明は、
　請求項１又は請求項２に記載の電子写真感光体を備え、
　画像形成装置に脱着されるプロセスカートリッジ。
【０００９】
　請求項４に係る発明は、
　請求項１又は請求項２に記載の電子写真感光体と、
　前記電子写真感光体を帯電させる帯電手段と、
　帯電した前記電子写真感光体に静電潜像を形成する静電潜像形成手段と、
　トナーを含む現像剤を収納し、当該現像剤によって、前記電子写真感光体に形成された
静電潜像をトナー像に現像する現像手段と、
　前記トナー像を被転写体に転写する転写手段と、
　を備える画像形成装置。
【発明の効果】
【００１０】
　請求項１に係る発明によれば、上記関係式（１）を満たさない場合に比べ、残留電位の
上昇が抑制される。
　請求項１に係る発明によれば、上記関係式（２）及び（３）を満たさない場合に比べ、
残留電位の上昇が抑制される。
　請求項２に係る発明によれば、上記構成の硬化物を含んで構成される保護層を有さない
場合に比べ、長寿命化が実現される。
　請求項３、４に係る発明によれば、上記関係式（１）を満たさない電子写真感光体を適
用した場合に比べ、電子写真感光体の残留電位上昇に起因する画像欠陥が抑制される。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本実施形態に係る電子写真感光体を示す概略部分断面図である。
【図２】本実施形態に係る画像形成装置を示す概略構成図である。
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【図３】他の本実施形態に係る画像形成装置を示す概略構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の一例である実施形態について説明する。
【００１３】
（電子写真感光体）
　本実施形態に係る電子写真感光体は、導電性基体と、導電性基体上に設けられた感光層
と、感光層上に設けられた保護層と、を備える。
　感光層は、電荷発生層と電荷輸送層とを有する。電荷発生層は、電荷発生材料を含んで
構成される。電荷輸送層は、電荷輸送材料を含んで構成される。一方、保護層は、電荷輸
送材料の硬化物を含んで構成される。
【００１４】
　そして、電荷発生層に含まれる電荷発生材料のイオン化ポテンシャル（ｅＶ）をＩｐ（
ＣＧＬ）、電荷輸送層に含まれる電荷輸送材料のイオン化ポテンシャル（ｅＶ）をＩｐ（
ＣＴＬ）、保護層に含まれる電荷輸送材料のイオン化ポテンシャル（ｅＶ）をＩｐ（ＯＣ
Ｌ）としたとき、下記関係式（１）を満たすと共に、電場２ｖ／ｃｍにおける電荷輸送層
の正孔移動度が、５．０×１０－６（ｃｍ２／Ｖ・ｓｅｃ）以下である。
・関係式（１）：Ｉｐ（ＯＣＬ）＞Ｉｐ（ＣＴＬ）＞Ｉｐ（ＣＧＬ）
【００１５】
　ここで、通常の電子写真感光体では電荷輸送層及び保護層がホール輸送性であるため、
下記関係式（４）を満たすことがよいとされていた。
・関係式（４）：Ｉｐ（ＯＣＬ）≦Ｉｐ（ＣＴＬ）≦Ｉｐ（ＣＧＬ）
　この関係式（４）を満たすことがよいことは、電荷発生層と電荷輸送層との界面、及び
電荷輸送層と保護層との界面における電荷の注入を円滑にすることで、電気特性を良好に
するという考え方に基づくものである。
【００１６】
　しかし、電荷輸送材料の硬化物により構成された保護層（所謂硬化型保護層）を有する
電子写真感光体においては、関係式（４）よりも関係式（１）を満たしたほうが、電気特
性の長期維持性、特に残留電位の上昇を抑制する点で優れていることが明らかになった。
この詳細は明らかではないが、現在考えられる理由は次の通りである、
【００１７】
　硬化型保護層では、その内部に反応残の官能基、又は残留ラジカルが硬化物内に残存し
、硬化型保護層の電荷輸送能力は電荷輸送層よりも低くなる傾向にある。このように電荷
輸送能力に差がある場合、電荷は電荷輸送層と保護層との界面に蓄積され、当該界面の内
部電場が高くなることが予想される。内部電場が高くなった状態が長く続く、又は電子写
真プロセスにより内部電場が高い状態が何度も繰り返されると、電荷は電荷輸送層と保護
層との界面に存在する電荷輸送材料が劣化し、その結果、電気特性が悪化、特に残留電位
の上昇が生じるのではないかと考えられる。
【００１８】
　このため、感光体内（電荷発生層、電荷輸送層及び保護層）の電荷移動を遅くすること
で電気特性の長期維持性、特に残留電位の上昇が抑制されると考えられる。
【００１９】
　したがって、電場２ｖ／ｃｍにおける電荷輸送層の正孔移動度を５．０×１０－６（ｃ
ｍ２／Ｖ・ｓｅｃ）以下とすると共に、関係式（１）を満たすように各層の構成材料を選
択することは、電荷発生層、感光体内（電荷発生層、電荷輸送層及び保護層）の電荷移動
を遅くすることを意味し、これにより、本実施形態に係る電子写真感光体では、残留電位
の上昇が抑制される。加えて、それが長期に維持され易いと考えられる。
【００２０】
　そして、本実施形態に係る電子写真感光体を備えるプロセスカートリッジ、及び画像形
成装置ででは、残留電位の上昇に起因する画像欠陥（例えば、カブリ（非画像部にトナー
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が付着して濃度が高くなる現象））が抑制される。
　特に、プロセスカートリッジや画像形成装置において、プロセススピード（被転写体の
搬送速度）が遅い場合（例えば、７５ｍｍ/ｓ以下のプロセススピードの場合）、内部電
場が高くなった状態が長く続き易いことから、電子写真感光体の残留電位の上昇、その結
果、カブリの発生が生じ易いが、上記本実施形態に係る電子写真感光体を適用すると、当
該ガブリの発生が抑制され易くなる。
【００２１】
　一方、本実施形態に係る電子写真感光体では、上記関係式（１）と共に、下記関係式（
２）及び（３）を満たすことが望ましく、より望ましくは下記関係式（２－１）及び（３
－１）を満たすことである。
　これら、下記関係式（２）及び（３）は、電荷発生層、電荷輸送層及び保護層の電荷移
動速度を近づける、言い換えれば当該電荷移動速度を保護層の電荷移動速度に合せること
を意味し、これにより、残留電位の上昇が抑制され易くなる。
【００２２】
・関係式（２）：｜Ｉｐ（ＯＣＬ）－Ｉｐ（ＣＴＬ）｜≦０．４（ｅＶ）
・関係式（３）：｜Ｉｐ（ＣＴＬ）－Ｉｐ（ＣＧＬ）｜≦０．３（ｅＶ）
 
・関係式（２－１）：｜Ｉｐ（ＯＣＬ）－Ｉｐ（ＣＴＬ）｜≦０．３（ｅＶ）
・関係式（３－１）：｜Ｉｐ（ＣＴＬ）－Ｉｐ（ＣＧＬ）｜≦０．２（ｅＶ）
【００２３】
　また、残留電位の上昇を抑制する観点から、電場２ｖ／ｃｍにおける電荷発生層の正孔
移動度は、３．０×１０－６（ｃｍ２／Ｖ・ｓｅｃ）以上が望ましい。
【００２４】
　ここで、イオン化ポテンシャルは、理研計器社製大気中光電子分光装置ＡＣ－２を用い
て行われた値である。
　また、正孔移動度は、Ｔｉｍｅ　ｏｆ　Ｆｌｉｇｈｔ法（ＴＯＦ法）に準じて、２０℃
／４０％ＲＨの常温常湿下で、住友重機械メカトロニクス社製「ＴＯＦ－４０１（励起光
源：窒素パルスレーザー（波長；３３７ｎｍ）、印加電圧；２Ｖ／ｃｍ）により測定した
値である。
【００２５】
　なお、本実施形態に係る電子写真感光体において、上記関係式を満たすためには、例え
ば、目的とするイオン化ポテンシャルを持つ材料を選択して実現する。また、各層に２種
以上の材料を適用する場合、最も低いイオン化ポテンシャルを持つ材料の関係で、上記関
係式を満たすことがよい。
　また、電荷発生層の正孔移動度を上記範囲を満たすためには、目的とする正孔移動度を
持つ材料を選択することで、実現される。
【００２６】
　以下、本実施形態に係る電子写真感光体についてさらに詳細に説明する。
　図１は、それぞれ本実施形態に係る電子写真感光体１０の一部の断面を概略的に示して
いる。
　図１に示す電子写真感光体１０は、導電性支持体４上に下引き層１が設けられ、下引き
層の上に感光層として電荷発生層２及び電荷輸送層３が設けられ、さらに最表面層となる
保護層５が設けられている。
【００２７】
　以下、電子写真感光体１０に基づいて、各要素について説明する。なお、符号は省略し
て説明する。
【００２８】
－導電性基体－
　導電性基体としては、従来から使用されているものであれば、如何なるものを使用して
もよい。例えば、薄膜（例えばアルミニウム、ニッケル、クロム、ステンレス鋼等の金属
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類、及びアルミニウム、チタニウム、ニッケル、クロム、ステンレス鋼、金、バナジウム
、酸化錫、酸化インジウム、酸化錫インジウム（ＩＴＯ）等の膜）を設けたプラスチック
フィルム等、導電性付与剤を塗布又は含浸させた紙、導電性付与剤を塗布又は含浸させた
プラスチックフィルム等が挙げられる。基体の形状は円筒状に限られず、シート状、プレ
ート状としてもよい。
【００２９】
　導電性基体として金属パイプを用いる場合、表面は素管のままであってもよいし、予め
鏡面切削、エッチング、陽極酸化、粗切削、センタレス研削、サンドブラスト、ウエット
ホーニングなどの処理が行われていてもよい。
【００３０】
－下引き層－
　下引き層は、導電性基体表面における光反射の防止、導電性基体から感光層への不要な
キャリアの流入の防止などの目的で、必要に応じて設けられる。
【００３１】
　下引き層は、例えば、結着樹脂と、必要に応じてその他添加物とを含んで構成される。
　下引き層に含まれる結着樹脂としては、ポリビニルブチラールなどのアセタール樹脂、
ポリビニルアルコール樹脂、カゼイン、ポリアミド樹脂、セルロース樹脂、ゼラチン、ポ
リウレタン樹脂、ポリエステル樹脂、メタクリル樹脂、アクリル樹脂、ポリ塩化ビニル樹
脂、ポリビニルアセテート樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル－無水マレイン酸樹脂、シリコ
ーン樹脂、シリコーン－アルキッド樹脂、フェノール樹脂、フェノール－ホルムアルデヒ
ド樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂などの公知の高分子樹脂化合物、また電荷輸送性基
を有する電荷輸送性樹脂やポリアニリン等の導電性樹脂などが挙げられる。これらの中で
も、上層の塗布溶剤に不溶な樹脂が望ましく用いられ、特にフェノール樹脂、フェノール
－ホルムアルデヒド樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、エポキシ樹脂などが望ましく用
いられる。
【００３２】
　下引き層には、珪素化合物、有機ジルコニウム化合物、有機チタン化合物、有機アルミ
ニウム化合物等の金属化合物等を含有してもよい。
【００３３】
　金属化合物と結着樹脂との比率は、特に制限されず、所望する電子写真感光体特性を得
られる範囲で任意に設定される。
【００３４】
　下引き層には、表面粗さ調整のために下引き層中に樹脂粒子を添加してもよい。樹脂粒
子としては、シリコーン樹脂粒子、架橋型ポリメタクリル酸メチル（ＰＭＭＡ）樹脂粒子
等が挙げられる。なお、表面粗さ調整のために下引き層を形成後、その表面を研磨しても
よい。研磨方法としては、バフ研磨、サンドブラスト処理、ウエットホーニング、研削処
理等が用いられる。
【００３５】
　ここで、下引き層の構成として、結着樹脂と導電性粒子とを少なくとも含有する構成が
挙げられる。なお、導電性粒子は、例えば体積抵抗率が１０７Ω・ｃｍ未満の導電性を有
するものがよい。
【００３６】
　導電性粒子としては、例えば、金属粒子（アルミニウム、銅、ニッケル、銀などの粒子
）、導電性金属酸化物粒子（酸化アンチモン、酸化インジウム、酸化スズ、酸化亜鉛など
の粒子）、導電性物質粒子（カーボンファイバ、カーボンブラック、グラファイト粉末の
粒子）等が挙げられる。これらの中でも、導電性金属酸化物粒子が好適である。導電性粒
子は、２種以上混合して用いてもよい。
　また、導電性粒子は、疎水化処理剤（例えばカップリング剤）等により表面処理を施し
て、抵抗調整して用いてもよい。
　導電性粒子の含有量は、例えば、結着樹脂に対して、１０質量％以上８０質量％以下で
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あることが望ましく、より望ましくは４０質量％以上８０質量％以下である。
【００３７】
　下引き層の形成の際には、上記成分を溶媒に加えた下引き層形成用塗布液が使用される
。
　また、下引き層形成用塗布液中に粒子を分散させる方法としては、ボールミル、振動ボ
ールミル、アトライター、サンドミル、横型サンドミル等のメディア分散機や、攪拌、超
音波分散機、ロールミル、高圧ホモジナイザー等のメディアレス分散機が利用される。こ
こで、高圧ホモジナイザーとしては、高圧状態で分散液を液－液衝突や液－壁衝突させて
分散する衝突方式や、高圧状態で微細な流路を貫通させて分散する貫通方式などが挙げら
れる。
【００３８】
　下引き層形成用塗布液を導電性基体上に塗布する方法としては、浸漬塗布法、突き上げ
塗布法、ワイヤーバー塗布法、スプレー塗布法、ブレード塗布法、ナイフ塗布法、カーテ
ン塗布法等が挙げられる。
【００３９】
　下引き層の膜厚は、１５μｍ以上が望ましく、２０μｍ以上５０μｍ以下がより望まし
い。
【００４０】
　ここで、図示は省略するが、下引き層と感光層との間に中間層をさらに設けてもよい。
中間層に用いられる結着樹脂としては、ポリビニルブチラールなどのアセタール樹脂、ポ
リビニルアルコール樹脂、カゼイン、ポリアミド樹脂、セルロース樹脂、ゼラチン、ポリ
ウレタン樹脂、ポリエステル樹脂、メタクリル樹脂、アクリル樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂
、ポリビニルアセテート樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル－無水マレイン酸樹脂、シリコー
ン樹脂、シリコーン－アルキッド樹脂、フェノール－ホルムアルデヒド樹脂、メラミン樹
脂などの高分子樹脂化合物のほかに、ジルコニウム、チタニウム、アルミニウム、マンガ
ン、シリコン原子などを含有する有機金属化合物などが挙げられる。これらの化合物は、
単独にあるいは複数の化合物の混合物あるいは重縮合物として用いてもよい。中でも、ジ
ルコニウムもしくはシリコンを含有する有機金属化合物は残留電位が低く環境による電位
変化が少なく、また繰り返し使用による電位の変化が少ないなど点から好適である。
【００４１】
　中間層の形成の際には、上記成分を溶媒に加えた中間層形成用塗布液が使用される。
　中間層を形成する塗布方法としては、浸漬塗布法、突き上げ塗布法、ワイヤーバー塗布
法、スプレー塗布法、ブレード塗布法、ナイフ塗布法、カーテン塗布法等の通常の方法が
用いられる。
【００４２】
　なお、中間層は上層の塗布性改善の他に、電気的なブロッキング層の役割も果たすが、
膜厚が大きすぎる場合には電気的な障壁が強くなりすぎて減感や繰り返しによる電位の上
昇を引き起こすことがある。したがって、中間層を形成する場合には、０．１μｍ以上３
μｍ以下の膜厚範囲に設定することがよい。また、この場合の中間層を下引き層として使
用してもよい。
【００４３】
－電荷発生層－
　電荷発生層は、例えば、電荷発生材料と結着樹脂中とを含んで構成される。かかる電荷
発生材料としては、無金属フタロシアニン、クロロガリウムフタロシアニン、ヒドロキシ
ガリウムフタロシアニン、ジクロロスズフタロシアニン、チタニルフタロシアニン等のフ
タロシアニン顔料が挙げられ、特に、ＣｕＫα特性Ｘ線に対するブラッグ角（２θ±０．
２゜）の少なくとも７．４゜、１６．６゜、２５．５゜及び２８．３゜に強い回折ピーク
を有するクロロガリウムフタロシアニン結晶、ＣｕＫα特性Ｘ線に対するブラッグ角（２
θ±０．２゜）の少なくとも７．７゜、９．３゜、１６．９゜、１７．５゜、２２．４゜
及び２８．８゜に強い回折ピークを有する無金属フタロシアニン結晶、ＣｕＫα特性Ｘ線
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に対するブラッグ角（２θ±０．２゜）の少なくとも７．５゜、９．９゜、１２．５゜、
１６．３゜、１８．６゜、２５．１゜及び２８．３゜に強い回折ピークを有するヒドロキ
シガリウムフタロシアニン結晶、ＣｕＫα特性Ｘ線に対するブラッグ角（２θ±０．２゜
）の少なくとも９．６゜、２４．１゜及び２７．２゜に強い回折ピークを有するチタニル
フタロシアニン結晶、ＣｕＫα特性Ｘ線に対するブラッグ角（２θ±０．２゜）の少なく
とも７．６゜、１８．３゜、２３．２゜、２４．２゜、２７．３゜に強い回折ピークを有
するチタニルフタロシアニン結晶が挙げられる。その他、電荷発生材料としては、キノン
顔料、ペリレン顔料、インジゴ顔料、ビスベンゾイミダゾール顔料、アントロン顔料、キ
ナクリドン顔料等が挙げられる。また、これらの電荷発生材料は、単独又は２種以上を混
合して用いてもよい。
　これらの中でも、ＣｕＫα特性Ｘ線に対するブラッグ角（２θ±０．２゜）の少なくと
も７．５゜、９．９゜、１２．５゜、１６．３゜、１８．６゜、２５．１゜及び２８．３
゜に強い回折ピークを有するヒドロキシガリウムフタロシアニン結晶、ＣｕＫα特性Ｘ線
に対するブラッグ角（２θ±０．２゜）の少なくとも７．６゜、１８．３゜、２３．２゜
、２４．２゜、２７．３゜に強い回折ピークを有するチタニルフタロシアニン結晶がよい
。
【００４４】
　電荷発生層を構成する結着樹脂としては、例えば、ビスフェノールＡタイプあるいはビ
スフェノールＺタイプ等のポリカーボネート樹脂、アクリル樹脂、メタクリル樹脂、ポリ
アリレート樹脂、ポリエステル樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、ポリスチレン樹脂、アクリロ
ニトリル－スチレン共重合体樹脂、アクリロニトリル－ブタジエン共重合体、ポリビニル
アセテート樹脂、ポリビニルホルマール樹脂、ポリスルホン樹脂、スチレン－ブタジエン
共重合体樹脂、塩化ビニリデン－アクリルニトリル共重合体樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニ
ル－無水マレイン酸樹脂、シリコーン樹脂、フェノール－ホルムアルデヒド樹脂、ポリア
クリルアミド樹脂、ポリアミド樹脂、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール樹脂等が挙げられる
。これらの結着樹脂は、単独又は２種以上混合して用いてもよい。
　なお、電荷発生材料と結着樹脂の配合比は、例えば１０：１から１：１０までの範囲が
望ましい。
【００４５】
　電荷発生層の形成の際には、上記成分を溶剤に加えた電荷発生層形成用塗布液が使用さ
れる。
【００４６】
　電荷発生層形成用塗布液中に粒子（例えば電化発生材料）を分散させる方法としては、
ボールミル、振動ボールミル、アトライター、サンドミル、横型サンドミル等のメディア
分散機や、攪拌、超音波分散機、ロールミル、高圧ホモジナイザー等のメディアレス分散
機が利用される。高圧ホモジナイザーとしては、高圧状態で分散液を液－液衝突や液－壁
衝突させて分散する衝突方式や、高圧状態で微細な流路を貫通させて分散する貫通方式な
どが挙げられる。
【００４７】
　電荷発生層形成用塗布液を下引き層上に塗布する方法としては、浸漬塗布法、突き上げ
塗布法、ワイヤーバー塗布法、スプレー塗布法、ブレード塗布法、ナイフ塗布法、カーテ
ン塗布法等が挙げられる。
【００４８】
　電荷発生層の膜厚は、望ましくは０．０１μｍ以上５μｍ以下、より望ましくは０．０
５μｍ以上２．０μｍ以下の範囲に設定される。
【００４９】
－電荷輸送層－
　電荷輸送層は、電荷輸送材料と、必要に応じて結着樹脂と、を含んで構成される。
【００５０】
　電荷輸送材料としては、例えば、２，５－ビス（ｐ－ジエチルアミノフェニル）－１，



(9) JP 5573191 B2 2014.8.20

10

20

30

40

３，４－オキサジアゾール等のオキサジアゾール誘導体、１，３，５－トリフェニル－ピ
ラゾリン、１－［ピリジル－（２）］－３－（ｐ－ジエチルアミノスチリル）－５－（ｐ
－ジエチルアミノスチリル）ピラゾリン等のピラゾリン誘導体、トリフェニルアミン、Ｎ
，Ｎ′－ビス（３，４－ジメチルフェニル）ビフェニル－４－アミン、トリ（ｐ－メチル
フェニル）アミニル－４－アミン、ジベンジルアニリン等の芳香族第３級アミノ化合物、
Ｎ，Ｎ′－ビス（３－メチルフェニル）－Ｎ，Ｎ′－ジフェニルベンジジン等の芳香族第
３級ジアミノ化合物、３－（４′－ジメチルアミノフェニル）－５，６－ジ－（４′－メ
トキシフェニル）－１，２，４－トリアジン等の１，２，４－トリアジン誘導体、４－ジ
エチルアミノベンズアルデヒド－１，１－ジフェニルヒドラゾン等のヒドラゾン誘導体、
２－フェニル－４－スチリル－キナゾリン等のキナゾリン誘導体、６－ヒドロキシ－２，
３－ジ（ｐ－メトキシフェニル）ベンゾフラン等のベンゾフラン誘導体、ｐ－（２，２－
ジフェニルビニル）－Ｎ，Ｎ－ジフェニルアニリン等のα－スチルベン誘導体、エナミン
誘導体、Ｎ－エチルカルバゾール等のカルバゾール誘導体、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾー
ル及びその誘導体などの正孔輸送物質、クロラニル、ブロアントラキノン等のキノン系化
合物、テトラアノキノジメタン系化合物、２，４，７－トリニトロフルオレノン、２，４
，５，７－テトラニトロ－９－フルオレノン等のフルオレノン化合物、キサントン系化合
物、チオフェン化合物等の電子輸送物質、及び上記した化合物からなる基を主鎖又は側鎖
に有する重合体などが挙げられる。これらの電荷輸送材料は、１種又は２種以上を組み合
わせて用いてもよい。
【００５１】
　こでらの中でも、電荷輸送材料としては、下記構造式（α－１）で示されるトリアリー
ルアミン誘導体、及び下記構造式（α－２）で示されるベンジジン誘導体が望ましい。
【００５２】
【化１】

【００５３】
　上記構造式（α－１）中、Ｒ１０９は、水素原子又はメチル基を示す。ｌは１又は２を
示す。Ａｒ１０６及びＡｒ１０７は各々独立に置換若しくは未置換のアリール基、－Ｃ６

Ｈ４－Ｃ（Ｒ１１０）＝Ｃ（Ｒ１１１）（Ｒ１１２）、又は－Ｃ６Ｈ４－ＣＨ＝ＣＨ－Ｃ
Ｈ＝Ｃ（Ｒ１１３）（Ｒ１１４）を示し、Ｒ１１０乃至Ｒ１１４は各々独立に水素原子、
置換若しくは未置換のアルキル基、又は置換若しくは未置換のアリール基を表す。
　ここで、上記各基の置換基としては、ハロゲン原子、炭素数１以上５以下のアルキル基
、炭素数１以上５以下のアルコキシ基、又は炭素数１以上３以下のアルキル基で置換され
た置換アミノ基が挙げられる。
【００５４】
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【化２】

【００５５】
　上記構造式（α－２）中、Ｒ１１５及びＲ１１５’は各々独立に水素原子、ハロゲン原
子、炭素数１以上５以下のアルキル基、又は炭素数１以上５以下のアルコキシ基を示す。
Ｒ１１６、Ｒ１１６’、Ｒ１１７、及びＲ１１７’は各々独立に、水素原子、ハロゲン原
子、炭素数１以上５以下のアルキル基、炭素数１以上５以下のアルコキシ基、炭素数１以
上２以下のアルキル基で置換されたアミノ基、置換若しくは未置換のアリール基、－Ｃ（
Ｒ１１８）＝Ｃ（Ｒ１１９）（Ｒ１２０）、又は－ＣＨ＝ＣＨ－ＣＨ＝Ｃ（Ｒ１２１）（
Ｒ１２２）を示し、Ｒ１１８乃至Ｒ１２２は各々独立に水素原子、置換若しくは未置換の
アルキル基、又は置換若しくは未置換のアリール基を表す。ｍ及びｎは各々独立に０以上
２以下の整数を示す。
【００５６】
　ここで、前記構造式（α－１）で示されるトリアリールアミン誘導体、及び前記構造式
（α－２）で示されるベンジジン誘導体のうち、特に、「－Ｃ６Ｈ４－ＣＨ＝ＣＨ－ＣＨ
＝Ｃ（Ｒ１１３）（Ｒ１１４）」を有するトリアリールアミン誘導体、及び「－ＣＨ＝Ｃ
Ｈ－ＣＨ＝Ｃ（Ｒ１２１）（Ｒ１２２）」を有するベンジジン誘導体が望ましい。
【００５７】
　電荷輸送層を構成する結着樹脂としては、例えば、ビスフェノールＡタイプあるいはビ
スフェノールＺタイプ等のポリカーボネート樹脂、アクリル樹脂、メタクリル樹脂、ポリ
アリレート樹脂、ポリエステル樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、ポリスチレン樹脂、アクリロ
ニトリル－スチレン共重合体樹脂、アクリロニトリル－ブタジエン共重合体樹脂、ポリビ
ニルアセテート樹脂、ポリビニルホルマール樹脂、ポリスルホン樹脂、スチレン－ブタジ
エン共重合体樹脂、塩化ビニリデン－アクリルニトリル共重合体樹脂、塩化ビニル－酢酸
ビニル－無水マレイン酸樹脂、シリコーン樹脂、フェノール－ホルムアルデヒド樹脂、ポ
リアクリルアミド樹脂、ポリアミド樹脂、塩素ゴム等の絶縁性樹脂、及びポリビニルカル
バゾール、ポリビニルアントラセン、ポリビニルピレン等の有機光導電性ポリマー等があ
げられる。これらの結着樹脂は、単独又は２種以上混合して用いてもよい。
　なお、電荷輸送材料と上記結着樹脂との配合比は、例えば１０：１から１：５までが望
ましい。
【００５８】
　電荷輸送層は、上記成分を溶剤に加えた電荷輸送層形成用塗布液を用いて形成される。
【００５９】
　電荷輸送層層形成用塗布液を電荷発生層上に塗布する方法としては、浸漬塗布法、突き
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上げ塗布法、ワイヤーバー塗布法、スプレー塗布法、ブレード塗布法、ナイフ塗布法、カ
ーテン塗布法等の通常の方法を用いられる。
　電荷輸送層の膜厚は、望ましくは５μｍ以上５０μｍ以下、より望ましくは１０μｍ以
上４０μｍ以下の範囲に設定される。
【００６０】
－保護層－
　保護層は、電荷輸送材料の硬化物を含んで構成され、具体的には、例えば、硬化性樹脂
と電荷輸送材料とを含む硬化性樹脂組成物の硬化物で構成されることがよい。
【００６１】
　硬化性樹脂は、加熱や光等により重合して高分子の網目構造を形成し、硬化してもとに
戻らなくなる架橋性の樹脂である。硬化性樹脂としては、特に、熱硬化性樹脂が好適であ
る。
　熱硬化性樹脂としては、例えば、メラミン樹脂、フェノール樹脂、ユリア樹脂、ベンゾ
グアナミン樹脂、エポキシ樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、アルキド樹脂、ポリウレタン
、ポリイミド樹脂、硬化性アクリル樹脂等が挙げられるが、これらに限定されるものでは
ない。これらの熱硬化性樹脂は、１種を単独で又は２種以上を混合して用いてもよい。
【００６２】
　電荷輸送材料としては、特に制限はないが、硬化性樹脂と相溶するものが望ましく、さ
らに、用いる硬化性樹脂と化学結合を形成するものがより望ましい。硬化性樹脂と化学結
合を形成する反応性官能基を有する電荷輸送性有機化合物としては、例えば、－ＯＨ、－
ＯＣＨ３、－ＮＨ２、－ＳＨ、及び－ＣＯＯＨから選択される置換基の少なくとも１つを
持つものが好適に挙げられる。
【００６３】
　ここで、保護層は、グアナミン化合物及びメラミン化合物から選択される少なくとも１
種と、－ＯＨ、－ＯＣＨ３、－ＮＨ２、－ＳＨ、及び－ＣＯＯＨから選択される置換基の
少なくとも１つを持つ電荷輸送材料の少なくとも１種と、の硬化物を含んで構成され、且
つ当該グアナミン化合物及びメラミン化合物から選択される少なくとも１種を０．１質量
％以上５質量％以下で含有すると共に、当該電荷輸送材料を９０質量％以上で含有するこ
とがよい。
　つまり、保護層は、グアナミン化合物及びメラミン化合物から選択される少なくとも１
種と、－ＯＨ、－ＯＣＨ３、－ＮＨ２、－ＳＨ、及び－ＣＯＯＨから選択される置換基の
少なくとも１つを持つ電荷輸送材料の少なくとも１種と、の硬化物を含んで構成されるこ
とがよい。つまり、グアナミン化合物及びメラミン化合物から選択される少なくとも１種
と、－ＯＨ、－ＯＣＨ３、－ＮＨ２、－ＳＨ、及び－ＣＯＯＨから選択される置換基を少
なくとも１つ持つ電荷輸送材料（以下、「特定の電荷輸送材料」という場合がある。）の
少なくとも１種と、を含み、且つ且つ当該グアナミン化合物及びメラミン化合物から選択
される少なくとも１種を０．１質量％以上５質量％以下で含有すると共に、当該電荷輸送
材料を９０質量％以上で含有する塗布液を用いた硬化物を含んで構成されることがよい。
【００６４】
　この硬化物を含んで構成される保護層は、上記各関係式を満たすと共に、電荷輸送能を
確保しつつ、厚膜化が実現される。このため、例えば、表面付着物（例えば放電生成物等
）を除去する目的で、保護層を削りながら使用する方式の画像形成装置に電子写真感光体
を適用しても、長寿命化が実現される。
【００６５】
　まず、グアナミン化合物について説明する。
　グアナミン化合物は、グアナミン骨格（構造）を有する化合物であり、例えば、アセト
グアナミン、ベンゾグアナミン、ホルモグアナミン、ステログアナミン、スピログアナミ
ン、シクロヘキシルグアナミンなどが挙げられる。
　グアナミン化合物としては、特に下記一般式（Ａ）で示される化合物及びその多量体の
少なくとも１種であることが望ましい。ここで、多量体は、一般式（Ａ）で示される化合
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物を構造単位として重合されたオリゴマーであり、その重合度は例えば２以上２００以下
（望ましくは２以上１００以下）である。なお、一般式（Ａ）で示される化合物は、１種
単独で用いもよいが、２種以上を併用してもよい。特に、一般式（Ａ）で示される化合物
は、２種以上混合して用いたり、それを構造単位とする多量体（オリゴマー）として用い
たりすると、溶剤に対する溶解性が向上する。
【００６６】
【化３】

 
【００６７】
　一般式（Ａ）中、Ｒ１は、炭素数１以上１０以下の直鎖状若しくは分岐状のアルキル基
、炭素数６以上１０以下の置換若しくは未置換のフェニル基、又は炭素数４以上１０以下
の置換若しくは未置換の脂環式炭化水素基を示す。Ｒ２からＲ５は、それぞれ独立に水素
、－ＣＨ２－ＯＨ、又は－ＣＨ２－Ｏ－Ｒ６を示す。Ｒ６は、炭素数１以上１０以下の直
鎖状若しくは分岐状のアルキル基を示す。
　一般式（Ａ）において、Ｒ１を示すアルキル基は、炭素数が１以上１０以下であるが、
望ましくは炭素数が１以下８以上であり、より望ましくは炭素数が１以上５以下である。
また、当該アルキル基は、直鎖状であってもよし、分岐状であってもよい。
　一般式（Ａ）中、Ｒ１を示すフェニル基は、炭素数が６以上１０以下であるが、より望
ましくは６以上８以下である。当該フェニル基に置換される置換基としては、例えば、メ
チル基、エチル基、プロピル基などが挙げられる。
　一般式（Ａ）中、Ｒ１を示す脂環式炭化水素基は、炭素数４以上１０以下であるが、よ
り望ましくは５以上８以下である。当該脂環式炭化水素基に置換される置換基としては、
例えば、メチル基、エチル基、プロピル基などが挙げられる。
　一般式（Ａ）中、Ｒ２からＲ５を示す「－ＣＨ２－Ｏ－Ｒ６」において、Ｒ６を示すア
ルキル基は、炭素数が１以上１０以下であるが、望ましくは炭素数が１以下８以上であり
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、より望ましくは炭素数が１以上６以下である。また、当該アルキル基は、直鎖状であっ
てもよし、分岐状であってもよい。望ましくは、メチル基、エチル基、ブチル基などが挙
げられる。
【００６８】
　一般式（Ａ）で示される化合物としては、特に望ましくは、Ｒ１が炭素数６以上１０以
下の置換若しくは未置換のフェニル基を示し、Ｒ２からＲ５がそれぞれ独立に－ＣＨ２－
Ｏ－Ｒ６を示す化合物である。また、Ｒ６は、メチル基又はｎ－ブチル基から選ばれるこ
とが望ましい。
　一般式（Ａ）で示される化合物は、例えば、グアナミンとホルムアルデヒドとを用いて
公知の方法（例えば、日本化学会編、実験化学講座第４版、２８巻、４３０ページ）で合
成される。
　以下、一般式（Ａ）で示される化合物の具体例として例示化合物：（Ａ）－１から例示
化合物：（Ａ）－４２を示すが、本実施形態はこれらに限られるわけではない。また、以
下の具体例は単量体であるが、これら単量体を構造単位とする多量体（オリゴマー）であ
ってもよい。尚、以下の例示化合物において、「Ｍｅ」はメチル基を、「Ｂｕ」はブチル
基を、「Ｐｈ」はフェニル基をそれぞれ示す。
【００６９】
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【００７０】
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【００７１】



(16) JP 5573191 B2 2014.8.20

10

20

30

40

【化６】

 
【００７２】
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【化７】

 
 
【００７３】
　また、一般式（Ａ）で示される化合物の市販品としては、例えば、スーパーベッカミン
（Ｒ）Ｌ－１４８－５５、スーパーベッカミン（Ｒ）１３－５３５、スーパーベッカミン
（Ｒ）Ｌ－１４５－６０、スーパーベッカミン（Ｒ）ＴＤ－１２６（以上大日本インキ社
製）、ニカラックＢＬ－６０、ニカラックＢＸ－４０００（以上日本カーバイド社製）、
などが挙げられる。
　また、一般式（Ａ）で示される化合物（多量体を含む）は、合成後又は市販品の購入後
、残留触媒の影響を取り除くために、トルエン、キシレン、酢酸エチル、などの適当な溶
剤に溶解し、蒸留水、イオン交換水などで洗浄してもよいし、イオン交換樹脂で処理して
除去してもよい。
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【００７４】
　次に、メラミン化合物について説明する。
　メラミン化合物としては、メラミン骨格（構造）であり、特に下記一般式（Ｂ）で示さ
れる化合物及びその多量体の少なくとも１種であることが望ましい。ここで、多量体は、
一般式（Ａ）と同様に、一般式（Ｂ）で示される化合物を構造単位として重合されたオリ
ゴマーであり、その重合度は例えば２以上２００以下（望ましくは２以上１００以下）で
ある。なお、一般式（Ｂ）で示される化合物又はその多量体は、１種単独で用いてもよい
し２種以上を併用してもよい。また、前記一般式（Ａ）で示される化合物又はその多量体
と併用してもよい。特に、一般式（Ｂ）で示される化合物は、２種以上混合して用いたり
、それを構造単位とする多量体（オリゴマー）として用いたりすると、溶剤に対する溶解
性が向上する。
【００７５】
【化８】

 
【００７６】
　一般式（Ｂ）中、Ｒ６からＲ１１はそれぞれ独立に、水素原子、－ＣＨ２－ＯＨ、－Ｃ
Ｈ２－Ｏ－Ｒ１２、－Ｏ－Ｒ１２を示し、Ｒ１２は炭素数１以上５以下の分岐してもよい
アルキル基を示す。当該アルキル基としてはメチル基、エチル基、ブチル基などが挙げら
れる。
　一般式（Ｂ）で示される化合物は、例えば、メラミンとホルムアルデヒドとを用いて公
知の方法で合成される（例えば、実験化学講座第４版、２８巻、４３０ページのメラミン
樹脂と同様に合成される）。
　以下、一般式（Ｂ）で示される化合物の具体例として例示化合物：（Ｂ）－１から例示
化合物：（Ｂ）－８を示すが、本実施形態はこれらに限られるわけではない。また、以下
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の具体例は、単量体のものを示すが、これらを構造単位とする多量体（オリゴマー）であ
ってもよい。
【００７７】
【化９】

 
【００７８】
　一般式（Ｂ）で示される化合物の市販品としては、例えば、スーパーメラミＮｏ．９０
（日本油脂社製）、スーパーベッカミン（Ｒ）ＴＤ－１３９－６０（大日本インキ社製）
、ユーバン２０２０（三井化学社製）、スミテックスレジンＭ－３（住友化学工業社製）
、ニカラックＭＷ－３０（日本カーバイド社製）、などが挙げられる。
　また、一般式（Ｂ）で示される化合物（多量体を含む）は、合成後又は市販品の購入後
、残留触媒の影響を取り除くために、トルエン、キシレン、酢酸エチル、などの適当な溶
剤に溶解し、蒸留水、イオン交換水などで洗浄してもよいし、イオン交換樹脂で処理して
除去してもよい。
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　次に、特定の電荷輸送材料について説明する。特定の電荷輸送材料としては、例えば、
－ＯＨ、－ＯＣＨ３、－ＮＨ２、－ＳＨ、及び－ＣＯＯＨから選択される置換基の少なく
とも１つを持つものが好適に挙げられる。特に、特定の電荷輸送材料としては、－ＯＨ、
－ＯＣＨ３、－ＮＨ２、－ＳＨ、及び－ＣＯＯＨから選択される置換基を少なくとも２つ
（さらには３つ）持つ電荷輸送材料が好適に挙げられる。この如く、特定の電荷輸送材料
に反応性官能基（当該置換基）が増えることで、架橋密度が上がり、より強度の高い架橋
膜が得られ、特にブレード部材等の異物除去部材を用いた際の電子写真感光体の回転トル
クが低減され、異物除去部材の摩耗の抑制や、電子写真感光体の磨耗が抑制される。この
理由の詳細は不明であるが、反応性官能基の数が増すことで、架橋密度の高い硬化膜が得
られることから、電子写真感光体の極表面の分子運動が抑制されてブレード部材やキャリ
アの表面分子との相互作用が弱まるためと推測される。
【００８０】
　特定の電荷輸送材料としては、異物除去部材の摩耗の抑制や、電子写真感光体の磨耗を
抑制する観点から、下記一般式（Ｉ）で示される化合物であることが望ましい。
　Ｆ－((－Ｒ１３－Ｘ)ｎ１（Ｒ１４）ｎ２－Ｙ)ｎ３　　　　(Ｉ)
　一般式（Ｉ）中、Ｆは正孔輸送能を有する化合物から誘導される有機基、Ｒ１３及びＲ
１４はそれぞれ独立に炭素数１以上５以下の直鎖状若しくは分岐状のアルキレン基を示し
、ｎ１は０又は１を示し、ｎ２は０又は１を示し、ｎ３は１以上４以下の整数を示す。Ｘ
は酸素、ＮＨ、又は硫黄原子を示し、Ｙは－ＯＨ、－ＯＣＨ３、－ＮＨ２、－ＳＨ、又は
－ＣＯＯＨを示す。
　一般式（Ｉ）中、Ｆを示す正孔輸送能を有する化合物から誘導される有機基における正
孔輸送能を有する化合物としては、アリールアミン誘導体が好適に挙げられる。アリール
アミン誘導体としては、トリフェニルアミン誘導体、テトラフェニルベンジジン誘導体が
好適に挙げられる。
　そして、一般式（Ｉ）で示される化合物は、下記一般式（ＩＩ）で示される化合物であ
ることが望ましい。一般式（ＩＩ）で示される化合物は、特に、電荷移動度、酸化などに
対する安定性等に優れる。
【００８１】
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【化１０】

 
【００８２】
　一般式（ＩＩ）中、Ａｒ１からＡｒ４は、同一でも異なっていてもよく、それぞれ独立
に置換若しくは未置換のアリール基を示し、Ａｒ５は置換若しくは未置換のアリール基又
は置換若しくは未置換のアリーレン基を示し、Ｄは－(－Ｒ１３－Ｘ)ｎ１（Ｒ１４）ｎ２

－Ｙを示し、ｃはそれぞれ独立に０又は１を示し、ｋは０又は１を示し、Ｄの総数は１以
上４以下である。また、Ｒ１３及びＲ１４はそれぞれ独立に炭素数１以上５以下の直鎖状
若しくは分岐状のアルキレン基を示し、ｎ１は０又は１を示し、ｎ２は０又は１を示し、
Ｘは酸素、ＮＨ、又は硫黄原子を示し、Ｙは－ＯＨ、－ＯＣＨ３、－ＮＨ２、－ＳＨ、又
は－ＣＯＯＨを示す。
　一般式（ＩＩ）中、Ｄを示す「－(－Ｒ１３－Ｘ)ｎ１（Ｒ１４）ｎ２－Ｙ」は、一般式
（Ｉ）と同様であり、Ｒ１３及びＲ１４はそれぞれ独立に炭素数１以上５以下の直鎖状若
しくは分岐状のアルキレン基である。また、ｎ１として望ましくは、１である。また、ｎ
２として望ましくは、１である。また、Ｘとして望ましくは、酸素である。また、Ｙとし
て望ましくは水酸基である。
　なお、一般式（ＩＩ）におけるＤの総数は、一般式（Ｉ）におけるｎ３に相当し、望ま
しくは、２以上４以下であり、さらに望ましくは３以上４以下である。
　また、一般式（Ｉ）や一般式（ＩＩ）において、Ｄの総数を一分子中に２以上４以下、
望ましくは３以上４以下とすると、架橋密度が上がり、より強度の高い架橋膜が得られ、
特に異物除去用のブレード部材を用いた際の電子写真感光体の回転トルクが低減され、ブ
レード部材の摩耗の抑制や、電子写真感光体の磨耗が抑制されるこの詳細は不明であるが
、前述したように、反応性官能基の数が増すことで、架橋密度の高い硬化膜が得られ、電
子写真感光体の極表面の分子運動が抑制されてブレード部材やキャリアの表面分子との相
互作用が弱まるためと推測される。
【００８３】
　一般式（ＩＩ）中、Ａｒ１からＡｒ４としては、下記式（１）から（７）のうちのいず
れかであることが望ましい。なお、下記式（１）から（７）は、各Ａｒ１からＡｒ４に連
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【００８４】
【化１１】

 
【００８５】
　式（１）から（７）中、Ｒ１５は水素原子、炭素数１以上４以下のアルキル基、炭素数
１以上４以下のアルキル基もしくは炭素数１以上４以下のアルコキシ基で置換されたフェ
ニル基、未置換のフェニル基、炭素数７以上１０以下のアラルキル基からなる群より選ば
れる１種を表し、Ｒ１６からＲ１８はそれぞれ水素原子、炭素数１以上４以下のアルキル
基、炭素数１以上４以下のアルコキシ基、炭素数１以上４以下のアルコキシ基で置換され
たフェニル基、未置換のフェニル基、炭素数７以上１０以下のアラルキル基、ハロゲン原
子からなる群より選ばれる１種を表し、Ａｒは置換又は未置換のアリーレン基を表し、Ｄ
及びｃは一般式（ＩＩ）における「Ｄ」、「ｃ」と同様であり、ｓはそれぞれ０又は１を
表し、ｔは１以上３以下の整数を表す。
　ここで、式（７）中のＡｒとしては、下記式（８）又は（９）で表されるものが望まし
い。
【００８６】
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【化１２】

 
【００８７】
　式（８）から（９）中、Ｒ１９及びＲ２０はそれぞれ水素原子、炭素数１以上４以下の
アルキル基、炭素数１以上４以下のアルコキシ基、炭素数１以上４以下のアルコキシ基で
置換されたフェニル基、未置換のフェニル基、炭素数７以上１０以下のアラルキル基、ハ
ロゲン原子からなる群より選ばれる１種を表し、ｔは１以上３以下の整数を表す。　
　また、式（７）中のＺ’としては、下記式（１０）から（１７）のうちのいずれかで表
されるものが望ましい。
【００８８】
【化１３】

 
【００８９】
　式（１０）から（１７）中、Ｒ２１及びＲ２２はそれぞれ水素原子、炭素数１以上４以
下のアルキル基、炭素数１以上４以下のアルコキシ基もしくは炭素数１以上４以下のアル
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キル基、ハロゲン原子からなる群より選ばれる１種を表し、Ｗは２価の基を表し、ｑ及び
ｒはそれぞれ１以上１０以下の整数を表し、ｔはそれぞれ１以上３以下の整数を表す。
　上記式（１６）から（１７）中のＷとしては、下記（１８）から（２６）で表される２
価の基のうちのいずれかであることが望ましい。但し、式（２５）中、ｕは０以上３以下
の整数を表す。
【００９０】
【化１４】

 
【００９１】
　また、一般式（ＩＩ）中、Ａｒ５は、ｋが０のときはＡｒ１からＡｒ４の説明で例示さ
れた上記（１）から（７）のアリール基であり、ｋが１のときはかかる上記（１）から（
７）のアリール基から水素原子を除いたアリーレン基である。
【００９２】
　一般式（Ｉ）で示される化合物の具体例としては、以下に示す化合物が挙げられる。な
お、上記一般式（Ｉ）で示される化合物は、これらにより何ら限定されるものではない。
【００９３】
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【化１６】
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【化１７】
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【化２１】

 
【００９４】
ここで、グアナミン化合物（一般式（Ａ）で示される化合物）及びメラミン化合物（一般
式（Ｂ）で示される化合物）から選択される少なくとも１種の含有量（塗布液における固
形分濃度）は、０．１質量％以上５質量％以下であることがよいが、望ましくは１質量％
以上３質量％以下である。この固形分濃度が、０．１質量％未満であると、緻密な膜とな
りにくいため十分な強度が得られ難く、５質量％を超えると電気特性や耐ゴースト（画像
履歴による濃度ムラ）性が悪化することがある。
　一方、特定の電荷輸送性材料の少なくとも１種の含有量（塗布液における固形分濃度）
は、９０質量％以上であることがよいが、望ましくは９４質量％以上である。この固形分
濃度が９０質量％未満であると電気特性が悪化するおそれがある。なお、この固形分濃度
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の上限は、グアナミン化合物（一般式（Ａ）で示される化合物）及びメラミン化合物（一
般式（Ｂ）で示される化合物）から選択される少なくとも１種や、他の添加剤が有効に機
能する限り限定されるものではなく、多いほうが望ましい。
【００９５】
　以下、保護層についてさらに詳細に説明する。
　保護層には、グアナミン化合物（一般式（Ａ）で示される化合物）及びメラミン化合物
（一般式（Ｂ）で示される化合物）から選択される少なくとも１種と特定の電荷輸送性材
料（一般式（Ｉ）で示される化合物）との架橋物と共に、フェノール樹脂、尿素樹脂、ア
ルキッド樹脂などを混合して用いてもよい。また、強度を向上させるために、スピロアセ
タール系グアナミン樹脂（例えば「ＣＴＵ－グアナミン」、味の素ファインテクノ（株）
製）など、一分子中の官能基のより多い化合物を当該架橋物中の材料に共重合させること
も効果的である。
【００９６】
　また、保護層には、放電生成ガスを吸着しすぎないように添加することで放電生成ガス
による酸化を効果的に抑制する目的から、フェノール樹脂などの他の熱硬化性樹脂を混合
して用いてもよい。
　また、保護層には界面活性剤を添加することが望ましく、用いる界面活性剤としては、
フッ素原子、アルキレンオキサイド構造、シリコーン構造のうち少なくとも１種類以上の
構造を含む界面活性剤であれば特に制限はないが、上記構造を複数有するものが電荷輸送
性有機化合物との親和性・相溶性が高く保護層用塗布液の成膜性が向上し、保護層のシワ
・ムラが抑制されるため、好適に挙げられる。
【００９７】
　また、保護層には、さらに、膜の成膜性、可とう性、潤滑性、接着性を調整するなどの
目的から、カップリング剤、フッ素化合物と混合して用いても良い。この化合物として、
各種シランカップリング剤、及び市販のシリコーン系ハードコート剤が用いられる。
【００９８】
　また、保護層の放電ガス耐性、機械強度、耐傷性、粒子分散性、粘度制御、トルク低減
、磨耗量制御、ポットライフの延長などの目的でアルコールに溶解する樹脂を加えてもよ
い。
　ここで、アルコールに可溶な樹脂とは、炭素数５以下のアルコールに１質量％以上溶解
する樹脂を意味する。アルコール系溶剤に可溶な樹脂としては、例えば、ポリビニルアセ
タール樹脂、ポリビニルフェノール樹脂が挙げられる。
【００９９】
　保護層には、帯電装置で発生するオゾン等の酸化性ガスによる劣化を防止する目的で、
酸化防止剤を添加することが望ましい。感光体表面の機械的強度を高め、感光体が長寿命
になると、感光体が酸化性ガスに長い時間接触することになるため、従来より強い酸化耐
性が要求される。酸化防止剤としては、ヒンダードフェノール系又はヒンダードアミン系
が望ましく、有機イオウ系酸化防止剤、フォスファイト系酸化防止剤、ジチオカルバミン
酸塩系酸化防止剤、チオウレア系酸化防止剤、ベンズイミダゾール系酸化防止剤、などの
公知の酸化防止剤を用いてもよい。酸化防止剤の添加量としては２０質量％以下が望まし
く、１０質量％以下がより望ましい。
【０１００】
　更に、保護層には、残留電位を下げる目的、又は強度を向上させる目的で、各種粒子を
添加してもよい。粒子の一例として、ケイ素含有粒子が挙げられる。ケイ素含有粒子とは
、構成元素にケイ素を含む粒子であり、具体的には、コロイダルシリカ及びシリコーン粒
子等が挙げられる。
　また、同様な目的でシリコーンオイル等のオイルを添加してもよい。
　また、保護層には、金属、金属酸化物及びカーボンブラック等を添加してもよい。
【０１０１】
　保護層は、グアナミン化合物及びメラミン化合物から選択される少なくとも１種と、特
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定の電荷輸送性材料の少なくとも１種とを、酸触媒を用いて硬化させた硬化膜が望ましい
。酸触媒としては、酢酸、クロロ酢酸、トリクロロ酢酸、トリフルオロ酢酸、シュウ酸、
マレイン酸、マロン酸、乳酸などの脂肪族カルボン酸、安息香酸、フタル酸、テレフタル
酸、トリメリット酸などの芳香族カルボン酸、メタンスルホン酸、ドデシルスルホン酸、
ベンゼンスルホン酸、ドデシルベンゼンスルホン酸、ナフタレンスルホン酸、などの脂肪
族、及び芳香族スルホン酸類などが用いられるが、含硫黄系材料を用いることが望ましい
。
【０１０２】
　ここで、触媒の配合量は、上記グアナミン化合物（一般式（Ａ）で示される化合物）及
びメラミン化合物（一般式（Ｂ）で示される化合物）から選択される少なくとも１種の量
（塗布液における固形分濃度）に対し、０．１質量％以上５０質量％以下の範囲であるこ
とが望ましく、特に１０質量％以上３０質量％以下が望ましい。この配合量が上記範囲未
満であると、触媒活性が低すぎることがあり、上記範囲を超えると耐光性が悪くなること
がある。なお、耐光性とは、感光層が室内光などの外界からの光にさらされたときに、照
射された部分が濃度低下を起こす現象のことを言う。原因は、明らかではないが、特開平
５－０９９７３７号公報にあるように、光メモリー効果と同様の現象が起こっているため
であると推定される。
【０１０３】
　以上の構成の保護層は、上記成分を混合した保護層形成用塗布液を用いて形成される。
保護層形成用塗布液の調製は、無溶媒で行うか、必要に応じて溶剤を用いて行ってもよい
。かかる溶剤は１種を単独で又は２種以上を混合して使用されるが、望ましくは沸点が１
００℃以下のものである。溶剤としては、特に、少なくとも１種以上の水酸基を持つ溶剤
（例えば、アルコール類等）を用いることがよい。
【０１０４】
　また、上記成分を反応させて塗布液を得るときには、単純に混合、溶解させるだけでも
よいが、室温（例えば２５℃）以上１００℃以下、望ましくは、３０℃以上８０℃以下で
１０分以上１００時間以下、望ましくは１時間以上５０時間以下加温しても良い。また、
この際に超音波を照射することも望ましい。これにより、恐らく部分的な反応が進行し、
塗膜欠陥が少なく、厚さのバラツキが少ない膜が得られやすくなる。
　そして、保護層形成用塗布液を、ブレード塗布法、マイヤーバー塗布法、スプレー塗布
法、浸漬塗布法、ビード塗布法、エアーナイフ塗布法、カーテン塗布法等の公知の方法に
より塗布し、必要に応じて例えば温度１００℃以上１７０℃以下で加熱して硬化させるこ
とで、保護層が得られる。
【０１０５】
　なお、本実施形態に係る電子写真感光体において、電荷発生層と電荷輸送層とで構成さ
れる感光層の膜厚は１８μｍ以上２３μｍ以下で、保護層の膜厚は５μｍ以上１０μｍで
あることがよい。
【０１０６】
（画像形成装置／プロセスカートリッジ）
　図２は、本実施形態に係る画像形成装置を示す概略構成図である。
　本実施形態に係る画像形成装置１０１は、図２に示すように、例えば、矢印Ａで示すよ
うに、時計回り方向に回転する電子写真感光体１０と、電子写真感光体１０の上方に、電
子写真感光体１０に相対して設けられ、電子写真感光体１０の表面を帯電させる帯電装置
２０（帯電手段の一例）と、帯電装置２０により帯電した電子写真感光体１０の表面に露
光して、静電潜像を形成する露光装置３０（静電潜像形成手段の一例）と、露光装置３０
により形成された静電潜像に現像剤に含まれるトナーを付着させて電子写真感光体１０の
表面にトナー像を形成する現像装置４０（現像手段の一例）と、記録紙Ｐ（被転写媒体）
をトナーの帯電極性とは異なる極性に帯電させて記録紙Ｐに電子写真感光体１０上のトナ
ー像を転写させる転写装置５０と、電子写真感光体１０の表面をクリーニングするクリー
ニング装置７０（トナー除去手段の一例）とを備える。そして、トナー像が形成された記
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録紙Ｐを搬送しつつ、トナー像を定着させる定着装置６０が設けられている。
【０１０７】
　以下、本実施形態に係る画像形成装置１０１における主な構成部材の詳細について説明
する。
【０１０８】
－帯電装置－
　帯電装置２０としては、例えば、導電性の帯電ローラ、帯電ブラシ、帯電フィルム、帯
電ゴムブレード、帯電チューブ等を用いた接触型帯電器が挙げられる。また、帯電装置２
０としては、例えば、非接触方式のローラ帯電器、コロナ放電を利用したスコロトロン帯
電器やコロトロン帯電器等のそれ自体公知の帯電器等も挙げられる。帯電装置２０として
は、接触型帯電器がよい。
【０１０９】
－露光装置－
　露光装置３０としては、例えば、電子写真感光体１０表面に、半導体レーザ光、ＬＥＤ
光、液晶シャッタ光等の光を、像様に露光する光学系機器等が挙げられる。光源の波長は
電子写真感光体１０の分光感度領域にあるものがよい。半導体レーザーの波長としては、
例えば、７８０ｎｍ前後に発振波長を有する近赤外がよい。しかし、この波長に限定され
ず、６００ｎｍ台の発振波長レーザーや青色レーザーとして４００ｎｍ以上４５０ｎｍ以
下に発振波長を有するレーザーも利用してもよい。また、露光装置３０としては、例えば
カラー画像形成のためにはマルチビーム出力するタイプの面発光型のレーザー光源も有効
である。
【０１１０】
－現像装置－
　現像装置４０は、例えば、トナー及びキャリアからなる２成分現像剤を収容する容器内
に、現像領域で電子写真感光体１０に対向して配置された現像ロール４１が備えられた構
成が挙げられる。現像装置４０としては、２成分現像剤により現像する装置であれば、特
に制限はなく、周知の構成が採用される。
【０１１１】
　ここで、現像装置４０に使用される現像剤について説明する。
　現像剤は、トナーとキャリアを含む二成分系現像剤が採用される。
【０１１２】
　まず、トナーについて説明する。
　トナーは、例えば、結着樹脂、着色剤、及び必要に応じて離型剤等の他の添加剤を含む
トナー粒子と、必要に応じて外添剤と、を含んで構成される。
【０１１３】
　トナー粒子は、平均形状係数（形状係数＝（ＭＬ２／Ａ）×（π／４）×１００で表さ
れる形状係数の個数平均、ここでＭＬは粒子の最大長を表し、Ａは粒子の投影面積を表す
）が１００以上１５０以下であることが望ましく、１０５以上１４５以下であることがよ
り望ましく、１１０以上１４０以下であることがさらに望ましい。さらに、トナーとして
は、体積平均粒子径が３μｍ以上１２μｍ以下であることが望ましく、３．５μｍ以上１
０μｍ以下であることがより望ましく、４μｍ以上９μｍ以下であることがさらに望まし
い。
【０１１４】
　トナー粒子は、特に製造方法により限定されるものではないが、例えば、結着樹脂、着
色剤及び離型剤、必要に応じて帯電制御剤等を加えて混練、粉砕、分級する混練粉砕法；
混練粉砕法にて得られた粒子を機械的衝撃力又は熱エネルギーにて形状を変化させる方法
；結着樹脂の重合性単量体を乳化重合させ、形成された分散液と、着色剤及び離型剤、必
要に応じて帯電制御剤等の分散液とを混合し、凝集、加熱融着させ、トナー粒子を得る乳
化重合凝集法；結着樹脂を得るための重合性単量体と、着色剤及び離型剤、必要に応じて
帯電制御剤等の溶液を水系溶媒に懸濁させて重合する懸濁重合法；結着樹脂と、着色剤及
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び離型剤、必要に応じて帯電制御剤等の溶液とを水系溶媒に懸濁させて造粒する溶解懸濁
法等により製造されるトナー粒子が使用される。
【０１１５】
　また上記方法で得られたトナー粒子をコアにして、さらに凝集粒子を付着、加熱融合し
てコアシェル構造をもたせる製造方法等、公知の方法が使用される。なお、トナーの製造
方法としては、形状制御、粒度分布制御の観点から水系溶媒にて製造する懸濁重合法、乳
化重合凝集法、溶解懸濁法が望ましく、乳化重合凝集法が特に望ましい。
【０１１６】
　そして、トナーは、上記トナー粒子及び上記外添剤をヘンシェルミキサー又はＶブレン
ダー等で混合することによって製造される。また、トナー粒子を湿式にて製造する場合は
、湿式にて外添してもよい。
　また、トナーは、２成分現像剤として用いられる場合、キャリアとの混合割合は、周知
の割合で設定する。なお、キャリアとしては、特に制限はないが、例えば、キャリアとし
ては、磁性粒子の表面に樹脂コーティングを施したものが好適に挙げられる。
【０１１７】
－転写装置－
　転写装置５０としては、例えば、ベルト、ローラ、フィルム、ゴムブレード等を用いた
接触型転写帯電器、コロナ放電を利用したスコロトロン転写帯電器やコロトロン転写帯電
器等のそれ自体公知の転写帯電器が挙げられる。
【０１１８】
－クリーング装置－
　クリーニング装置７０は、例えば、筐体７１と、クリーニングブレード７２と、クリー
ニングブレード７２の電子写真感光体１０回転方向下流側に配置されるクリーニングブラ
シ７３と、を含んで構成されている。また、クリーニングブラシ７３には、例えば、固形
状の潤滑剤７４が接触して配置されている。
【０１１９】
　以下、本実施形態に係る画像形成装置１０１の動作について説明する。まず、電子写真
感光体１０が矢印Ａで示される方向に沿って回転すると同時に、帯電装置２０により負に
帯電する。
【０１２０】
　帯電装置２０によって表面が負に帯電した電子写真感光体１０は、露光装置３０により
露光され、表面に静電潜像が形成される。
【０１２１】
　電子写真感光体１０における静電潜像の形成された部分が現像装置４０に近づくと、現
像装置４０（現像ロール４１）により、静電潜像にトナーが付着し、トナー像が形成され
る。
【０１２２】
　トナー像が形成された電子写真感光体１０が矢印Ａに方向にさらに回転すると、転写装
置５０によりトナー像は記録紙Ｐに転写される。これにより、記録紙Ｐにトナー像が形成
される。
【０１２３】
　画像が形成された記録紙Ｐは、定着装置６０でトナー像が定着される。
【０１２４】
　なお、本実施形態に係る画像形成装置１０１は、例えば、図３に示すように、筐体１１
内に、電子写真感光体１０、帯電装置２０、露光装置３０、現像装置４０、及びクリーニ
ング装置７０を一体に収容させたプロセスカートリッジ１０１Ａを備えた形態であっても
よい。このプロセスカートリッジ１０１Ａは、複数の部材を一体的に収容し、画像形成装
置１０１に脱着させるものである。
　プロセスカートリッジ１０１Ａの構成は、これに限られず、例えば、少なくとも、電子
写真感光体１０を備えてえればよく、その他、例えば、帯電装置２０、露光装置３０、現
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像装置４０、転写装置５０、及びクリーニング装置７０から選択される少なくとも一つを
備えていてもよい。
【０１２５】
　また、本実施形態に係る画像形成装置１０１は、上記構成に限られず、例えば、電子写
真感光体１０の周囲であって、転写装置５０よりも電子写真感光体１０の回転方向下流側
でクリーニング装置７０よりも電子写真感光体の回転方向上流側に、残留したトナーの極
性を揃え、クリーニングブラシで除去しやすくするための第１除電装置を設けた形態であ
ってもよいし、クリーニング装置７０よりも電子写真感光体の回転方向下流側で帯電装置
２０よりも電子写真感光体の回転方向上流側に、電子写真感光体１０の表面を除電する第
２除電装置を設けた形態であってもよい。
【０１２６】
　また、本実施形態に係る画像形成装置１０１は、上記構成に限れず、周知の構成、例え
ば、電子写真感光体１０に形成したトナー像を中間転写体に転写した後、記録紙Ｐに転写
する中間転写方式の画像形成装置を採用してもよいし、タンデム方式の画像形成装置を採
用してもよい。
【実施例】
【０１２７】
　以下、実施例及び比較例に基づき本発明をさらに具体的に説明するが、本発明は以下の
実施例に何ら限定されるものではない。但し、実施例２、６、８、１０は、参考例に該当
する。
【０１２８】
［電荷発生層の形成］
（電荷発生層１）
　電荷発生材料として、イオン化ポテンシャルが５．３１ｅＶで、ＣｕＫα特性Ｘ線に対
するブラッグ角（２θ±０．２゜）の少なくとも７．５゜、９．９゜、１２．５゜、１６
．３゜、１８．６゜、２５．１゜及び２８．３゜に強い回折ピークを有するヒドロキシガ
リウムフタロシアニンを用い、その１５質量部、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体樹脂（
ＶＭＣＨ、日本ユニオンカーバイト社製）１０質量部及びｎ－ブチルアルコール３００質
量部からなる混合物をサンドミルにて４時間分散した。得られた分散液を、下引き層上に
浸漬塗布し、１００℃、１０分乾燥して、膜厚０．２μｍの電荷発生層を形成した。
【０１２９】
（電荷発生層２）
　電荷発生材料として、イオン化ポテンシャルが５．４０ｅＶで、ＣｕＫα特性Ｘ線に対
するブラッグ角（２θ±０．２゜）の少なくとも７．６゜、１８．３゜、２３．２゜、２
４．２゜、２７．３゜に強い回折ピークを有するチタニルフタロシアニンを用い、その１
５質量部、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体樹脂（ＶＭＣＨ、日本ユニオンカーバイト社
製）１０質量部及びｎ－ブチルアルコール３００質量部からなる混合物をサンドミルにて
４時間分散した。得られた分散液を、下引き層上に浸漬塗布し、１００℃、１０分乾燥し
て、膜厚０．２μｍの電荷発生層を形成した。
【０１３０】
［電荷輸送層の形成］
（電荷輸送層１）
　電荷輸送材料としてＮ，Ｎ′－ビス（３－メチルフェニル）－Ｎ，Ｎ′－ジフェニルベ
ンジジン３８質量部とビスフェノールＺポリカーボネート樹脂（ＴＳ２０３０：粘度平均
分子量３０，０００：帝人化成社製）６２質量部とをテトロヒドロフラン２２０質量部及
びモノクロロベンゼン７０質量部に十分に溶解混合した塗布液を、電荷発生層まで塗布し
たアルミニウム支持体上に浸漬塗布し、１２５℃、６０分で乾燥することにより、膜厚２
２μｍの電荷輸送層を形成した。この電荷輸送材料のＩｐは５．３５ｅＶ、電荷輸送層の
正孔移動度は３．５×１０－６（ｃｍ２／Ｖ・ｓｅｃ）であった。
【０１３１】
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（電荷輸送層２）
　電荷輸送材料としてＮ，Ｎ′－ビス（３－メチルフェニル）－Ｎ，Ｎ′－ジフェニルベ
ンジジン３５質量部、ビスフェノールＺポリカーボネート樹脂（ＴＳ２０３０：粘度平均
分子量３０，０００：帝人化成社製）６５質量部とした以外は電荷輸送層１と同様に電荷
輸送層を形成した。この電荷輸送材料のＩｐは５．３５ｅＶ、電荷輸送層の正孔移動度は
１．２×１０－６（ｃｍ２／Ｖ・ｓｅｃ）であった。
【０１３２】
（電荷輸送層３）
　電荷輸送材料としてＮ，Ｎ－ビス（３，４－ジメチルフェニル）ビフェニル－４－アミ
ン３５質量部、ビスフェノールＺポリカーボネート樹脂（ＴＳ２０３０：粘度平均分子量
３０，０００：帝人化成社製）６５質量部とした以外は電荷輸送層１と同様に電荷輸送層
を形成した。この電荷輸送材料のＩｐは５．４６ｅＶ、電荷輸送層の正孔移動度は３．７
×１０－６（ｃｍ２／Ｖ・ｓｅｃ）であった。
【０１３３】
（電荷輸送層４）
　電荷輸送材料としてＮ，Ｎ－ビス（３，４－ジメチルフェニル）ビフェニル－４－アミ
ン３０部、ビスフェノールＺポリカーボネート樹脂（ＴＳ２０３０：粘度平均分子量３０
，０００：帝人化成社製）７０質量部とした以外は電荷輸送層１と同様に電荷輸送層を形
成した。この電荷輸送材料のＩｐは５．４６ｅＶ、電荷輸送層の正孔移動度は１．０×１
０－６　（ｃｍ２／Ｖ・ｓｅｃ）であった。
【０１３４】
（電荷輸送層５）
　電荷輸送材料としてＮ，Ｎ－ビス（３，４－ジメチルフェニル）ビフェニル－４－アミ
ン３０質量部とＮ，Ｎ′－ビス（３－メチルフェニル）－Ｎ，Ｎ′－ジフェニルベンジジ
ン１５質量部との混合物、ビスフェノールＺポリカーボネート樹脂（ＴＳ２０３０：粘度
平均分子量３０，０００：帝人化成社製）５５質量部とした以外は電荷輸送層１と同様に
電荷輸送層を形成した。このように２種類の電荷輸送材料料を混合した場合は、電荷の注
入という観点から、イオン化ポテンシャルの小さい材料の値を採用し、電荷輸送材料のＩ
ｐは５．３５ｅＶ、電荷輸送層の正孔移動度は４．８×１０－６（ｃｍ２／Ｖ・ｓｅｃ）
であった。
【０１３５】
（電荷輸送層６）
　電荷輸送材料として４，４‘－ビス（４，４－ジフェニル－１，３－ブタジエニル）－
トリフェニルアミンと４，４’，４‘’－トリス（４，４－ジフェニル－１，３－ブタジ
エニル）－トリフェニルアミンとの９：１混合物４０質量部、ビスフェノールＺポリカー
ボネート樹脂（ＴＳ２０３０：粘度平均分子量３０，０００：帝人化成社製）６０質量部
とした以外は電荷輸送層１と同様に電荷輸送層を形成した。このように２種類の電荷輸送
材料料を混合した場合は、電荷の注入という観点から、イオン化ポテンシャルの小さい材
料の値を採用し、電荷輸送材料のＩｐは５．３９ｅＶ、電荷輸送層の正孔移動度は１．９
×１０－５　（ｃｍ２／Ｖ・ｓｅｃ）であった。
【０１３６】
（電荷輸送層７）
　電荷輸送材料として４，４‘－ビス（４，４－ジフェニル－１，３－ブタジエニル）－
トリフェニルアミンと４，４’，４‘’－トリス（４，４－ジフェニル－１，３－ブタジ
エニル）－トリフェニルアミンの９：１混合物３５質量部、ビスフェノールＺポリカーボ
ネート樹脂（ＴＳ２０３０：粘度平均分子量３０，０００：帝人化成社製）６５質量部と
した以外は電荷輸送層１と同様に電荷輸送層を形成した。このように２種類電荷輸送材料
料を混合した場合は、電荷の注入という観点から、イオン化ポテンシャルの小さい材料の
値を採用し、電荷輸送材料のＩｐは５．３９ｅＶ、電荷輸送層の正孔移動度は８．７×１
０－６（ｃｍ２／Ｖ・ｓｅｃ）であった。
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（電荷輸送層８）
　電荷輸送材料として下記構造式で示される化合物Ａ３５質量部、ビスフェノールＺポリ
カーボネート樹脂（ＴＳ２０３０：粘度平均分子量３０，０００：帝人化成社製）７０質
量部とした以外は電荷輸送層１と同様に電荷輸送層を形成した。この電荷輸送材料のＩｐ
は５．６５ｅＶ、電荷輸送層の正孔移動度は４．５×１０－６（ｃｍ２／Ｖ・ｓｅｃ）で
あった。
【０１３８】
【化２２】

【０１３９】
（電荷輸送層９）
　電荷輸送材料として下記構造式で示される化合物Ｂ３７質量部、ビスフェノールＺポリ
カーボネート樹脂（ＴＳ２０３０：粘度平均分子量３０，０００：帝人化成社製）７０質
量部とした以外は電荷輸送層１と同様に電荷輸送層を形成した。この電荷輸送材料のＩｐ
は５．２０ｅＶ、電荷輸送層の正孔移動度は７．５×１０－６（ｃｍ２／Ｖ・ｓｅｃ）で
あった。
【０１４０】
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【化２３】

【０１４１】
［保護層の形成］
（保護層１）
　電荷輸送材料として上記（Ｉ－１９）で示される化合物９０質量部、上記（Ｂ）－２で
示されるメラミン化合物（日本カーバイト社製ニカラックＭＷ－３９０）１０質量部を、
ｔ－ＢｕＯＨ　２００質量部に溶解させた後、ドデシルベンゼンスルホン酸（キングイン
ダストリーズ社製：Ｎａｃｕｒｅ５２２５）０．５質量部加えた。得られた塗布液を電荷
輸送層まで塗布したアルミニウム支持体上に浸漬塗布し、１６０℃、４０分で乾燥するこ
とにより、膜厚５μｍの保護層を形成した。上記（Ｉ－１９）で示される化合物のイオン
化ポテンシャルは５．５３ｅＶであった。
【０１４２】
（保護層２）
　電荷輸送材料として上記（Ｉ－２６）で示される化合物９３質量部、上記（Ｂ）－２で
示されるメラミン化合物（日本カーバイト社製ニカラックＭＷ－３９０）７質量部を、ｔ
－ＢｕＯＨ　２００質量部に溶解させた後、ドデシルベンゼンスルホン酸（キングインダ
ストリーズ社製：Ｎａｃｕｒｅ５２２５）０．５質量部加えた。得られた塗布液を電荷輸
送層まで塗布した支持体上に浸漬塗布し、１６０℃、４０分で乾燥することにより、膜厚
５μｍの保護層を形成した。上記（Ｉ－２６）で示される化合物のイオン化ポテンシャル
は５．４４ｅＶであった。
【０１４３】
（保護層３）
　電荷輸送材料として上記（Ｉ－８）で示される化合物９５質量部、上記（Ｂ）－２で示
されるメラミン化合物（日本カーバイト社製ニカラックＭＷ－３９０）５質量部を、ｔ－
ＢｕＯＨ　２００質量部に溶解させた後、ドデシルベンゼンスルホン酸（キングインダス
トリーズ社製：Ｎａｃｕｒｅ５２２５）０．５質量部加えた。得られた塗布液を電荷輸送
層まで塗布した支持体上に浸漬塗布し、１６０℃、４０分で乾燥することにより、膜厚５
μｍの保護層を形成した。上記（Ｉ－８）で示される化合物のイオン化ポテンシャルは５
．７７ｅＶであった。
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【０１４４】
（保護層４）
　電荷輸送材料として上記（Ｉ－８）で示される化合物４５質量部、電荷輸送材料として
上記（Ｉ－１６）で示される化合物４５質量部、上記（Ｂ）－２で示されるメラミン化合
物（日本カーバイト社製ニカラックＭＷ－３９０）１０質量部を、ｔ－ＢｕＯＨ　２００
質量部に溶解させた後、ドデシルベンゼンスルホン酸（キングインダストリーズ社製：Ｎ
ａｃｕｒｅ５２２５）０．５質量部加えた。得られた塗布液を電荷輸送層まで塗布した支
持体上に浸漬塗布し、１６０℃、４０分で乾燥することにより、膜厚５μｍの保護層を形
成した。このように２種類電荷輸送材料料を混合した場合は、電荷の注入という観点から
、イオン化ポテンシャルの小さい材料の値を採用し、上記（Ｉ－１６）で示される化合物
のＩｐは５．５０ｅＶであった。
【０１４５】
［実施例１］
　酸化亜鉛：（平均粒子径７０ｎｍ：テイカ社製）１００質量部をトルエン５００質量部
と攪拌混合し、シランカップリング剤（ＫＢＭ６０３：信越化学社製）１．５質量部を添
加し、２時間攪拌した。その後トルエンを減圧蒸留にて留去し、１５０℃で２時間焼き付
けを行った。
　表面処理を施した酸化亜鉛６０質量部と硬化剤（ブロック化イソシアネート　スミジュ
ール３１７５：住友バイエルンウレタン社製）１５質量部とブチラール樹脂「エレックＢ
Ｍ－１」（積水化学社製）１５質量部をメチルエチルケトン８５質量部に溶解した溶液３
８質量部とメチルエチルケトン２５質量部とを混合し、１ｍｍφのガラスビーズを用いて
サンドミルにて２時間の分散を行い、分散液を得た。得られた分散液に触媒としてジオク
チルスズジラウレート０．００５質量部を添加し、下引き層塗布液を得た。
　この塗布液を浸漬塗布法にて直径８４ｍｍ、長さ３４０ｍｍ、肉厚１ｍｍのアルミニウ
ム基材上に塗布し、１７５℃、４０分の乾燥硬化を行い厚さ２０μｍの評価１用の下引き
層を得た。
　また、直径３０ｍｍ、長さ４０４ｍｍ、肉厚１ｍｍのアルミニウム基材上に塗布し、１
７５℃、４０分の乾燥硬化を行い厚さ２０μｍの評価２用の下引き層を得た。
【０１４６】
　次に、それぞれの下引き層が形成されたアルミニウム基体上に、上記各層の形成で示し
た電荷発生層１、電荷輸送層１、保護層１を順次形成した。
　このようにして電子写真感光体を得た。
【０１４７】
［実施例２～１１、比較例１～５］
　実施例１において、下引き層が形成されたアルミニウム基体上に、表１に従って、上記
各層の形成で示した電荷発生層、電荷輸送層、保護層を順次形成して、電子写真感光体を
得た。
【０１４８】
［評価１］
　得られた電子写真感光体（評価１用の下引き層を形成した電子写真感光体）を富士ゼロ
ックス社製ＤｏｃｕＣｅｎｔｒｅ　１０１０に搭載し、２８℃／８０％の高温高湿下で１
日３万枚、連続５日間で１５万枚の画像をプリントし、プリントしながら、電子写真感光
体の残留電位をＤｏｃｕＣｅｎｔｒｅ　１０１０に内蔵の電位計で測定した。また、プリ
ントした画質の評価も行った。
　結果を表２に示す。
【０１４９】
［評価２］
　得られた電子写真感光体（評価２用の下引き層を形成した電子写真感光体）を富士ゼロ
ックス社製ＤｏｃｕＣｅｎｔｒｅ Ｃｏｌｏｒ ４００に搭載し、２８℃／８０％の高温高
湿下で、最も低速の５２ｍｍ/ｓで白紙をプリントし、プリントした画質（かぶり）の評
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　結果を表２に示す。
【０１５０】
－電子写真感光体の残留電位－
　電子写真感光体の残留電位については、下記評価基準で評価を行った。
◎： ８０Ｖ以下
○： ８０Ｖを超え１２０Ｖ以下
△： １２０Ｖを超え１６０Ｖ以下
×： １６０Ｖを超える
【０１５１】
－画質の評価－
　評価１の画質評価は、ＤｏｃｕＣｅｎｔｒｅ　１０１０にて濃度２０％、４０％、６０
％ハーフトーンをプリントし、残留電位上昇に起因する濃度ムラを、１５万枚プリント後
の画質として、下記評価基準で評価を行った。
○：濃度ムラ発生なし
△：濃度ムラ若干発生(実使用上問題なし)
×：濃度ムラ発生(実使用に堪えられない)
【０１５２】
　また、評価２の画質評価は、ＤｏｃｕＣｅｎｔｒｅ Ｃｏｌｏｒ ４００にて最も低速の
５２ｍｍ/ｓのプロセス速度にて白紙をプリントしカブリの有無を、下記評価基準で評価
を行った。
○：カブリ発生なし
△：カブリ若干発生 (実使用上問題なし) 
×：カブリ発生(実使用に堪えられない) 
【０１５３】
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【表１】

【０１５４】
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【表２】

【０１５５】
　上記結果から、本実施例は、比較例に比べ、電子写真感光体の残留電位、画質につき、
良好な結果が得られることがわかる。
　また、本実施例では、評価１と評価２との比較から、プロセススピードが遅い画像形成
装置に適用しても、電子写真感光体の残留電位、画質につき、良好な結果が得られること
がわかる。
【符号の説明】
【０１５６】
１ 下引層、２ 電荷発生層、３ 電荷輸送層、４ 導電性支持体、５ 保護層、６ 単層型感
光層、１０ 電子写真感光体、１１ 筐体、２０ 帯電装置、３０ 露光装置、４０ 現像装
置、４１ 現像ロール、５０ 転写装置、６０ 定着装置、７０ クリーニング装置、７１ 
筐体、７２ クリーニングブレード、７２Ａ 支持部材、７３ クリーニングブラシ、７４ 
潤滑剤、１０１Ａ プロセスカートリッジ、１０１ 画像形成装置
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